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 現在、想像を超える速さで日々激変する世界情勢の中で、我が国周辺の安全保

障環境は、戦後最も厳しく複雑な状況に直面していると言われています。 

 このような中、本市には、キャンプ座間、相模総合補給廠及び相模原住宅地区

の３箇所の広大な米軍基地が所在しており、これまで基地に起因する様々な課題

や諸問題に対し、真正面から真摯にかつ覚悟をもって取り組んでいます。 

 昨年６月に相模総合補給廠北側外周の一部土地の共同使用が、本年５月に相模

原住宅地区ウォーターフィルタープラントの一部土地の共同使用が、日米合同委

員会で合意され、本市のまちづくりが前進しましたが、未だに市内に所在する基

地の面積は約４２９ヘクタールにも及び、いずれも人口が密集する市街地に位置

しているため、市民の生活に様々な影響を及ぼし、計画的なまちづくりを進める

上で大きな障害となっています。 

 また、市内米軍基地及びその周辺における米軍ヘリコプターによる低空・旋回

飛行によって、多くの市民が昼夜を分かたず耐え難い騒音被害に悩まされていま

す。特に、令和６年度以降は、米軍ヘリコプターによる夜間飛行、低空・旋回飛

行等の苦情件数が大きく増加しています。 

さらに、その凄まじい騒音で市民を悩ませてきた米空母艦載機は、平成３０年

３月までに岩国基地への移駐が完了しましたが、移駐後も厚木基地には、ジェッ

ト戦闘機の飛来が見られ、周辺に一定の騒音が発生しているほか、厚木基地が空

母艦載機着陸訓練（ＦＣＬＰ）の予備飛行場に指定され続けるなど、今後につい

ても厚木基地の運用や騒音被害の実態を注視せざるを得ません。 

加えて、本市上空における米軍機の低空飛行や編隊飛行などに伴う事故発生の

不安にもさいなまれています。 

 貴職におかれましては、基地を抱える自治体の想いを十分理解の上、特段の配

慮を講じられたく、下記の事項について強く要望します。 

 

１ 本市に所在する米軍基地について、早期に返還を実現すること 

 

２ 米軍基地の負担に対する財政支援を拡充すること 

 

３ 騒音被害の抜本的な解決に向けた対策を講ずること 

 

４ 住宅防音工事等の騒音対策の充実を図ること 

 

５ 環境問題や事故が発生した場合は、速やかに原因を究明し、調査結果を迅速 

 に公表するとともに、原因調査を目的とする基地内立入り等を認めること 

 

６ 米軍機による部品落下などの事故が発生した場合、その原因を早期に解明し 

公表するとともに、実効性ある対策を講じ、再発防止に努めること 

 

７ キャンプ座間ゴルフ場について、ゴルフボールの飛び出し対策など、適切な

管理に努めること 



 

 

本市に所在する米軍基地は、市民生活やまちづくりにとって大きな障害となっ

ていることから、早期の返還について要望します。 

特に平成１８年４月に行われた市長と防衛庁長官との会談において、日米合同

委員会の枠組みを活用して返還に向けた協議を進める旨を合意した「返還４事

案」（相模総合補給廠のＪＲ横浜線と並行した道路用地、相模原住宅地区のウォー

ターフィルタープラント（浄水場）区域、同地区東側外周部分道路用地及びキャ

ンプ座間のゴルフ場周辺外周道路）について、早急に返還が実現するよう要望し

ます。 

また、基地に関わる情報については、適切に提供するとともに、基地の機能強

化や恒久化につながる施設建設や運用の変更は行わないよう併せて要望します。 

（１）相模総合補給廠の一部返還 

ア 北側部分（約３３ｈａ）の返還 

イ JR 横浜線と並行した道路用地部分（延長約１，４００ｍ：返還４事案） 

の返還 

（２）キャンプ座間の一部返還等 

ア 市道新戸相武台の拡幅再整備の円滑な進捗に必要な配慮 

イ 住民の利便性の向上を目的とした道路の整備のため、第７ゲートから県

道５１号へ通じる部分（ゴルフ場周辺外周道路部分、延長約１，７００ｍ：

返還４事案）や旧まがり坂部分（延長約６００ｍ）、旧新磯高校東側道路用

地部分（延長約２００ｍ）の返還等 

ウ 市民の憩いの場及び防災空間として活用するため、ゴルフ場部分（約５２

ｈａ）の返還 

（３）相模原住宅地区の一部返還等 

地域住民の生活環境向上のため、ウォーターフィルタープラント（浄水場）

区域（約１．５ｈａ：返還４事案）、東側外周部分道路用地（延長約６４０ｍ：

返還４事案）及び北西側外周部分（延長約９５０ｍ）の返還並びに横浜水道道

部分（延長約５４０ｍ）の共同使用 

 

 

（１）民生安定助成事業の採択基準の緩和 

基地による周辺住民への影響を軽減するため、民生安定助成事業の補助対

象事業の採択基準について、緩和を図るよう要望します。 

（２）再編交付金終了に伴う地元負担の軽減 

再編交付金について、平成２８年度で交付が終了しましたが、終了後

も基地周辺住民にとって何ら負担は変わらないので、新たな財政支援の

創設も含め、地元負担の軽減を図るよう要望します。 

（３）特定防衛施設周辺整備調整交付金について 

本市は、厚木飛行場を離着陸する米軍機により、多くの市民が騒音被害を受

け、事故発生の不安にもさいなまれており、厚木飛行場の特定防衛施設関係市

１ 本市に所在する米軍基地について、早期に返還を実現すること 

２ 米軍基地の負担に対する財政支援を拡充すること 

 



町村となっている他市と同じ状況であることから、同飛行場の特定防衛施設

関連市町村に指定し、特定防衛施設周辺整備調整交付金の交付対象とするよ

う要望します。 

 

 

（１）米軍ヘリコプターの騒音対策 

市内所在のキャンプ座間や相模総合補給廠において、米陸軍ヘリコプター

に加え、厚木基地や横田基地など他の基地に所属するヘリコプターが飛来し、

周辺の住宅地上空で低空・旋回・編隊飛行を繰り返していることから、米軍ヘ

リコプターによる訓練については、住宅密集地上空では禁止とし、国の責任で

代々訓練施設を米軍へ提供するなど、騒音問題の抜本的解決を図るよう要望

します。 

令和６年度から、夜間における同様の飛行も著しく増加しており、市民に激

しい騒音や振動による苦痛を与えていることから、騒音問題の抜本的な解決

が実現するまでの間、１８時から翌朝８時までの飛行活動を禁止し、特に、夜

８時以降の飛行活動は直ちに禁止するよう要望します。 

（２）米空母艦載機の騒音対策 

厚木基地の米空母艦載機については、平成３０年３月に固定翼機部隊の岩

国基地への移駐が完了しましたが、移駐後もジェット戦闘機の飛来が見られ、

一定の騒音が発生していることから、基地の運用に係る情報について適時に

提供するとともに、騒音対策については適切な措置を講じるよう要望します。 

空母艦載機の着陸訓練のため、硫黄島が暫定的訓練施設となっております

が、その後も厚木基地が硫黄島の予備飛行場として運用されていることから、

恒常的訓練施設を早期に整備するよう、また、それが実現するまでの間、着陸

訓練は硫黄島で全面実施するよう要望します。 

 

 

（１） 住民への周知の徹底等 

住宅防音工事の実施に当たっては、住民に対し、対象条件を分かりやすく示

し、丁寧な説明を行うことを要望します。特に、いわゆる「告示後住宅」に該

当する住宅に関係する住民に対して確実に周知し、工事を希望する住民に不

平等が生じないようにすることを要望します。 

（２）工事の早期完了 

告示後住宅まで防音工事の対象を拡大したことにより、工事の希望が増加

することが想定されます。住民が希望する時期に速やかに工事に着手できる

よう、さらなる予算の確保、事務手続きの迅速化を図ることを要望します。 

（３）助成内容の充実 

住宅防音工事により設置された冷暖房機及び防音建具の機能復旧工事に 

ついては、老朽化の状況等を考慮の上、経過年数１０年の条件を緩和するな

ど、柔軟に対応することを要望します。 

 

３ 騒音被害の抜本的な解決に向けた対策を講ずること 

４ 住宅防音工事等の騒音対策の充実を図ること 



 

 

 

基地内及び基地周辺の生活環境の保全及び安全確保のため、米軍に対しても生

活環境の保全に関する国内法令や条例を適用することや、基地の保管物資等に関

する情報を可能な限り公表し、万一、環境問題や事故が発生した場合は、速や

かに原因を究明し、調査の過程で得られた情報、調査結果を迅速に公表するよ

う要望します。また、原因調査を目的とする地元自治体の基地内立入り等を実

現するよう要望します。 

また、基地の返還や共同使用に当たっては、あらかじめ環境調査等を実施し、

必要があれば国の責任において環境浄化等の適切な措置を講じてから返還する

よう要望します。 

 

 

 

米軍機による部品落下などの事故が多発していることから、機体・機器類の整

備点検等の確実な実施、整備・操縦に係る教育の徹底など万全の措置を講じるよ

う要望します。 

また、万一事故等が発生した場合にはその原因を早期に解明し公表するととも

に、安全対策が講じられるまでは事故機と同機種の飛行中止や、真に実効性ある

対策を講じ、再発防止に努めるよう要望します。 

 

 

 

キャンプ座間ゴルフ場からのゴルフボール飛び出しについては、これまで対策

が講じられてきたものの、ボールの飛び出し事案が発生している。このため、飛

び出しの原因を究明し、飛び出しが生じないよう、必要な対策を講じるよう要望

します。 

また、想定外の突風等に備え、防球ネットの支柱について、住宅側に倒れるこ

とがないよう、安全対策に万全の措置を講じることを要望します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ キャンプ座間ゴルフ場について、ゴルフボールの飛び出し対策など、適切

な管理に努めること 

５ 環境問題や事故が発生した場合は、速やかに原因を究明し、調査結果を迅

速に公表するとともに、原因調査を目的とする基地内立入り等を認めること 

６ 米軍機による部品落下などの事故が発生した場合、その原因を早期に解明

し公表するとともに、実効性ある対策を講じ、再発防止に努めること 
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